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1. 目的  2008 年 7 月 28 日の集中豪雨により

神戸市灘区を流れる都賀川で急激な出水が発

生し、5 名の人命が失われた。都賀川には、

親水空間が構築されていたが、その親水空間

において水難事故が発生した。本研究では今

回の集中豪雨の頻度解析と流出解析を実施し、

それをもとに事故を防止するための技術的課

題と対策を考察する。 

 

2. 降雨の頻度解析  図１に都賀川流域およ

びその周辺でもっとも降雨量の大きかった鶴

甲地点での 10 分雨量を示す。最大 10 分雨量

は 24mm、最大 60 分雨量は 44mm であった。こ

れらの値を、長期間の 10 分雨量データがある

神戸気象台、姫路気象台の観測データと比較

した。10 分雨量で今回の豪雨を評価すると、

神戸で第 3 位、姫路では第 1 位に相当し、極

めて大きな降雨であったことが分かる。これ

を 1 時間雨量でみると、神戸では 10 位に入ら

ず、姫路では 8 位であった。 

次に神戸、姫路の各気象台の年最大 10 分

雨量、年最大 1 時間雨量を用いて頻度解析を

 
図 1 鶴甲観測点での 10 分雨量の時間変化と

甲橋地点での水位の時間変化 

行い、今回の都賀川の集中豪雨がそれぞれに

対してどの程度の再現期間となるかを調べた。

神戸気象台、姫路気象台とも 1961年から 2007

年のデータを用いた。10 分雨量の再現期間は

神戸で 30 年から 50 年、姫路で 80 年から 100

年、1 時間雨量の再現期間はどちらも 5 年か

ら 10 年程度となった。この結果からも、今回

の豪雨は 1 時間雨量で評価すればそれほど大

きな雨量ではなかったが、10 分雨量は稀な事

象であったことがわかる。 

 

3. 詳細分布型流出モデルによる流出解析  

都賀川流域(8.68km2)を対象として 50m 分解

能の分布型流出モデル 1)2)を構築し、流出の

発生過程を分析した。流域地形は国土地理院

が発行する数値地図 50m メッシュ(標高)を用

いて 50m の空間分解能で斜面の流れ方向を一

次元的に決定する。図 2 に都賀川の流域モデ

ルを示す。河道の接続状況に応じてサブ流域

を 9 つ設定した。このうち、サブ流域 1,2,3,4

は住宅域であり、流域の 3 割弱を占める。流

域は矩形の斜面要素の集合体と、それが流出

する河道網によって表現する。雨水流出の追

跡計算には斜面部、河道部ともにキネマティ

ックウェーブモデルを用いる。 

斜面部の土層は、重力水が発生する大空隙

部分と毛管移動水の流れの場であるマトリッ

クス部分から構成されると考える 3)。マトリ

ックス部の最大保水量を水深で表した値を dc、

重力水を含めて表層土壌中に保水し得る最大

水深を dsと考え、住宅域では dc, ds をともに

0m、粗度係数を 0.06 m-1/3s と設定し地表流面
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型とした。山地域のパラメータはわが国の他

の山地流域で適合するような代表的な値を設

定した。流出解析の結果を図 3 に示す。計算

した流量ハイドログラフは、ピーク流量の発

生時刻を適切に再現している。このときの甲

橋地点での河川流量は、藤田による表面流の

流速推定と平面 2 次元モデルの分析 4)によっ

て 30 から 40 m3/s 程度と推定されており、こ

の結果とも適合する。 

 

図 2 都賀川流域の流域モデル。サブ流域 1, 2, 

3, 4 が住宅域でそれ以外は山地域。 

 

図 3 各サブ流域から河道への流出量 

 

都賀川流域では河川流・土石流をモニター

するために、監視ビデオカメラが山地域の 3

箇所に設置されている。このビデオ画像によ

れば、山地からの流出量は極めて小さかった

ことがわかっている。また流出解析の結果で

も図 3 に示すように雨水排水幹線が整備され

ているサブ流域 4 からの流出が支配的で、山

地からの流出はほとんどなかった。これは監

視ビデオカメラによる観測結果と適合する。 

 

4.まとめ  降雨の頻度解析の結果、今回の集

中豪雨は 10 分雨量が極めて大きな降雨であ

ることがわかった。また、観測と流出解析の

結果、山地域にも相当の降雨があったにも関

わらず、流域の約 7 割以上を占める六甲山地

からの流出はほとんどなく、急激な水位上昇

をもたらした流出は住宅域からの直接流出で

あることがわかった。事故防止のための技術

的課題と対策を考察する。 

・都市小流域の急激な流出を再現するために

はレーダー雨量と詳細な土地利用、地形を反

映することができる分布型流出モデルの利用

が有効である。 

・豪雨があった場所の雨水流出によって水位

が急上昇している。急激な水位上昇を防ぐた

めには、降った場所で雨水を貯留することを

考える必要がある。 

・空振りとなっても、注意報あるいは警報が

発令されたら河川には近づかないなどを地域

住民の共通認識とする必要がある。 
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